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広報あぐい　２０１２年５月１５日号

□問い合わせ先　住民福祉課戸籍住民係　�（４８）１１１１（内２２５・３５３）

　外国人住民の生活の利便性向上と市町村などの行政事務合理化を目的に、入管特例法と住民基本台帳法が改正さ
れました。
　平成２４年７月９日から新たに「在留管理制度」が導入され、これまでの外国人登録制度は廃止されます。制度
導入による主な変更は、次の２点です。

①　住民基本台帳制度が適用されて住民票が作成され
ます
　　住民票作成対象者は、適法に３カ月を超えて在留
し、国内に住所を有する次のいずれかに該当する人
です。
　▽中長期在留者（在留カード交付対象者）
　▽特別永住者（特別永住者証明書交付対象者）
　▽一時庇護または仮滞在許可者
　▽出生または国籍喪失による経過滞在者
　　５月７日を基準日として、対象者には「仮住民票
記載事項通知書」「続柄記載事項通知」を送付しま
した。内容をご確認ください。

　　記載内容に誤りなどがある場合、５月３１日（木）ま
でに住民福祉課戸籍住民係へ連絡してください。誤
りがなければ、特段の手続きは不要です。
　　在留資格・期間の更新がされていない場合などは、
住民票が作成できません。早めに所定の手続きをお
願いします。
　　住民票が作成されることで、日本人と外国人で構
成される世帯全員が記載された住民票の写しなどが
発行できるようになります。
　　これまで、転出する場合は転入先での手続きのみ
でしたが、制度導入後は、転出地で転出証明書の交
付を受け、転入先で転出証明書を添えて転入届を行
う必要があります。（国外から転入した場合、在留
カードや特別永住者証明書などを持参して、転入先
で転入届を行います。）在留資格や期間の変更届出が、
地方入国管理局への届出のみとなります。

②　外国人登録証明書に代わり「在留カード」または
「特別永住者証明書」が交付されます

　　「在留カード」は、中長期在留
者（３カ月以下の在留期間が決定
された人や、短期滞在・外交・公
用の在留資格が決定された人以
外の人）に交付され、入国管理局
で手続きを行います。

　　「特別永住者証明書」は、入管
特例法により定められている特
別永住者に交付され、居住地の市
町村役場窓口で手続きを行います。（事前申請含む。）

　　現在お持ちの外国人登録証明書は、新制度移行後も
一定期間は「在留カード」「特別永住者証明書」とみ
なされますので、すぐに切り替える必要はありません。

　◎特別永住者証明書の事前申請を受け付けます
　　□対象者　本町を居住地として外国人登録をしてい

る特別永住者
　　□受付期間　土曜日・日曜日・祝日を除く役場開庁

日の午前８時３０分～午後５時１５分　
　　□必要書類　外国人登録証明書、顔写真（縦４セン

チメートル×横３センチメートル。制度
開始の7月９日時点で１６歳未満の人は不
要）、パスポート（所持しない場合は、申
請時に理由書へ記入）

　　□受付期限　７月６日（金）

　　各制度の詳細は、法務省および総務省ホームページ
をご覧ください。

　【在留管理制度について】法務省ホームページ
　　http://www.immi-moj.go.jp/newimmiact_1/index.html
　【特別永住者制度について】法務省ホームページ
　　http://www.immi-moj.go.jp/newimmiact_２/index.html
　【住民基本台帳制度について】総務省ホームページ
　　http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
　　jichi_gyousei/c-gyousei/zairyu.html
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